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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

農地流動化促進事業

農

類

業委員会事務局　農業

ハ

委員会事務局

01－0 ー60103－1200 ド00 ○ ●

04 基本目標

ソ

４　　活力とにぎわい

フ

に満ちたまち
総合計画

ト

の
01 ①〈持続可能〉

根

　産業の発展を持続さ

拠

せる
位置付け

01 1 

法

産業の持続的な発展に

令

向けて、基本的な理念

等

と戦略を確立する

農業

対

経営基盤強化促進法

農象 業者

□ □ □ □

農地の貸

・

し借りを周知し、経営

受

規模拡大を目指す農家

益

に対し農 農地の遊休化

者

防止・解消のため、農

事

家双方の間に入って貸

業

し借
地の集積を図るこ

期

とにより、遊休農地の

間

発生が防止・解消され

委

りなどを行います。
て

託

います。

農地流動化リ

、

ーフレット配布部数 部

協

－

3,200 3,20

働

0 3,200

3,20

【

0

農地の新規集積面積

委

ha

－

7 7 7

6.6

h

託

a

①：予定どおり

農業

：

委員の農地パトロール

3

での耕起指導及びリー

セ

フレット配布による啓

ク

発活動、借り手の掘り

・

起こしにより、貸し借

財

りの実績値
が向上した

団

。

Ａ：成果があがった

企業 ＮＰＯ
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位

リーフレの参加、リー

施

フレ

ット配布 ット配布

策

ット配布

0 0 0 0 0 0

へ

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

貢

0 0

0 0 343 383

献

350 0 0

0 0 343

高

383 350 0 0

0.

市

00 0.00 98.0

民

0

0.00 0.00 2

満

.50 2.50 2.5

足

0 0.00 0.00

0

度

.00 0.00 0.0

を

0 0.00 0.00 0

高

.00 0.00

0 0 2

め

0,978 20,97

る

8 20,978 0 0

0

方

0 21,321 21,

策

361 21,328 0

業

0

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

市は

有

、国・県の支援のもと

効

計画に基づいた解消対

性

策を実施することにな

継

るが、農業委員会にお

続

いても法に基づいた農

に

地の貸し借
りを促進し

よ

ていく。

農地の所有か

る

ら利用への転換につい

成

て周知をするとともに

果

、農地の面的集積を図

向

る。

穀物生産の減少が

上

及ぼした世界規模での

の

食料価格の高騰
、また

可

国内に目を向けると食

能

料自給率の低下が問題

性

化さ
れ、更に環境面に

低

おいては、農地の持つ

そ

多面的機能の活
用など

の

、農業を取巻く環境は

他

激しく変革してきてい

事

る。
このような中、農

業

地の流動化をもって優

の

良農地の保全を
図るこ

目

とが重要であり、事業

的

を継続していく。

､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

□ 法規定により、農地

出

の借り手が農業者に限

総

定されている
●□ こと

合

、また貸借の計画の決

評

定等については行政が

価

行うこ

■ ととされてい

市

る。 ○
□
□ 継続的な活

民

動をもって経営規模拡

ニ

大を目指す農家に農地

ー

●□ の利用集積を行う

ズ

ことが、増加傾向にあ

高

る遊休農地の発

■ 生防

事

止、解消が図られる。

業

○
□
■ 食料自給率の低

目

下、多面的機能を持つ

的

農地の保全を図る
●

□

の

には、農地の所有、利

達

用が限定されている農

成

業者への啓
○

□ 発活動

状

が不可欠である。
○

□

況

□ 農地台帳のバージョ

必

ンアップを図り、農業

要

経営体の詳細
○

■ な把

性

握を行うことにより効

市

率的な処理が可能とな

の

る。
●

□
○

□

平成19

関

年に農地政策の展開方

与

向について「農地に関

の

する改革案と工程表」

必

が示され、農地の面的

要

集積を推進することと

性

なったが
、農地の所有

低

から利用への転換につ

事

いての周知徹底が求め

そ

られる。

会議・研修な

の

どへ会議・研修などへ

他

会議・研修などへ

の参

上

加、リーフレの参加、




